新築住宅に係る固定資産税減額制度

●減額要件

　　①専用住宅（専ら人の居住の用に供する家屋）または併用住宅（一部を人の居住用に供する家屋）であること（併用住宅については、居住部分の割合が１／２以上のものに限る）

②床面積（新築時期により下表のとおり適用）

	新築時期
	床面積

	
	一戸建て住宅又は

併用住宅の居住部分
	一戸建て以外の貸家住宅

	H13.1.2　～　H17.1.1
	50㎡以上  280㎡以下
	35㎡以上  280㎡以下

	H17.1.2以降
	50㎡以上  280㎡以下
	40㎡以上  280㎡以下


　　

　　

●減額される範囲
　減額されるのは家屋のうち居住部分だけです。併用住宅における店舗部分、事務所部分などは減額の対象となりません。

　●減額される期間

　①一般の住宅・・・・・・・・・・・・・新築後３年度分

　　　②３階建以上の中高層耐火住宅等・・・・新築後５年度分

